
 

浜松市新型コロナウイルス感染症対策デジタル化補助金交付要綱 

 

 

（要旨） 

第１条 市長は、新型コロナウイルス感染症の影響により売り上げが減少する中、将

来を見据えたデジタル化を推進し、新しい生活様式への対応、働き方改革、業務の

効率化による生産性の向上等に取り組む中小企業者等を支援することを目的として、

浜松市新型コロナウイルス感染症対策デジタル化補助金（以下「補助金」という。）

を予算の範囲内において交付するものとし、その交付に関しては、浜松市補助金交

付規則（昭和５５年浜松市規則第１７号。以下「規則」という。）に定めるもののほ

か、この要綱の定めるところによる。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1) 中小企業者等 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４条）第２条第１項に 

規定する中小企業者及び市長が別に定める法人等をいう。 

    

（補助事業者） 

第３条 補助金を受けることのできる者は、次に掲げる要件を全て満たす者（以下「補

助事業者」という。）とする。 

(1) 市内に主たる店舗・工場・事業所・事務所・支店を有する中小企業者等 

(2) 新型コロナウイルス感染症の影響を受け令和３年の売上が、前年又は前々年と

比較して１０パーセント以上減少している中小企業者等  

(3) 浜松市内において、新しい生活様式への対応や働き方改革、業務の効率化等を

目的に、デジタル化に取り組んでいる又は取り組む中小企業者等 

(4) 市税を完納していること、又は市から徴収の猶予若しくは換価の猶予を受けて

いること。 

(5) 納税義務者に対して給与の支払いをする者にあっては、市民税及び県民税の特

別徴収義務者として指定されていること又は指定されていないことについて正当

な理由があること。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、補助の対象とし

ない。 

(1) 暴力団（浜松市暴力団排除条例（平成２４年浜松市条例第８１号。以下「条例」

という。）第２条第１号に規定する暴力団をいう。） 

(2) 暴力団員等（条例第２条第４号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。） 



 

(3) 暴力団員等と密接な関係を有する者  

(4) 前３号に掲げる者のいずれかが役員等（無限責任社員、取締役、執行役若しく

は監査役又はこれらに準じるべきもの、支配人及び清算人をいう。）となっている

法人その他の団体 

(5) 前各号に掲げる者のほか、公の秩序に反するおそれがあると認められる団体 

 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の対象となる事業は、前条の補助対象者が、補助対象事業の実施期間

において、下表の(1)～(3)のいずれかの項目に該当する取り組みにおいて業務のデ

ジタル化を図る事業とする。 

 

項目 取り組み（システムなど）事例 

(1) 新しい生活様式

への対応 

・インターネットバンキング 

・キャッシュレス対応 

・電子商取引（ＥＣ）の導入 

・デリバリーサービスシステム 

・オンラインイベント     等 

(2) 働き方改革への

対応 

・人事評価・人材育成システム 

・労務・勤怠・入退管理システム 

・グループウェア・コミュニティ管理システム 

・ビジネスチャット 

・テレワーク 

・オンライン会議     等 

(3) 業務の効率化 ・マーケティングシステム 

・顧客管理、予約管理 

・会計管理システム、給与・経費精算システム 

・ＡＩ（人工知能）、チャットボット（自動会話プログラム） 

・ペーパーレス推進 

・電子契約 

・通信環境整備、サーバーの導入 

・情報セキュリティ    等 

 

２ 前項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当するものは補助対象事業としない。 

(1) 補助金対象事業と同一の事業において、他の助成制度による財政的支援を受け

た、又は受ける見込みのある事業（市長が認める場合を除く。） 

(2) 公序良俗に反するおそれがある事業 



 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の対象となる経費は、デジタル化による事業執行に際し必要と認めら

れる、次の各号に掲げるものとする。（消費税及び地方消費税を除く。以下「補助対

象経費」という。）とする。 

(1) デジタル化を図るために必要なシステム導入等にかかる経費 

(2) デジタル化に必要な物品等の購入にかかる経費 

(3) デジタル化に伴い提供を受けた役務にかかる経費 

(4) デジタル化を図るために行われる委託等にかかる経費 

(5) その他市長が必要と認める経費 

２ 補助金の対象外とする経費は、次の各号に掲げるものとする。 

(1) デジタル化に伴うＩＴコンサルタント業務等にかかる経費 

(2) 事業所等の事業運営に要する経費 

(3) その他デジタル化による事業執行に際し、必要と認められない物品の購入経費

や役務の提供に関する経費等 

 

 （補助金の額） 

第６条 補助額は前条の補助対経費の全額または次の各号のいずれか少ない額とする。 

ただし、令和３年度に浜松市新型コロナウイルス感染症対策デジタル化補助金の交

付を受けた額が補助金の上限額に満たない場合は、その差額分を上限とする。 

また、１事業者当たりの申請は１回限りとする。 

(1) 中小法人等 ２０万円 

(2) 個人事業主 １０万円 

 

（補助対象事業の実施期間） 

第７条  補助対象事業の実施期間は次の各号のとおりとする。 

  (1) 事後申請  令和２年４月１日から令和４年９月３０日 

(2) 事前申請 令和４年６月１日から令和４年９月３０日 

 

（交付の申請・請求） 

第８条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、市長に対し、

次の各号に掲げる書類を定める期日までに、郵送又はＷＥＢにより申請しなければ

ならない。 

(1) 補助事業の実施後に申請する場合（以下「事後申請」という。）は、令和４年 

６月１日から令和４年１０月３１日までに以下の書類により申請しなければなら

ない。 

ア 補助金交付申請書（第１号様式。電磁的記録を含む。） 



 

イ 令和３年の売上額並びにその前年もしくは前々年の売上額が確認できる書類 

   ウ 補助対象事業（デジタル化の取り組み）を実施したことを証する書類 

   委託契約を実施した場合は契約書の写し 

エ 補助対象経費を支出したことを証する書類（領収書等） 

  オ 浜松市に事業実態があることが確認できる書類 

カ 前各号に規定するもののほか、市長が必要があると認める書類 

(2) 補助事業の実施前に申請する場合（以下「事前申請」という。）は、令和４年 

６月１日から令和４年７月３１日までに以下の書類により申請しなければならな

い。 

ア 補助金交付申請書（第２号様式。電磁的記録を含む。） 

イ 令和３年の売上額並びにその前年もしくは前々年の売上額が確認できる書類 

   ウ 事業計画書（第３号様式） 

エ 浜松市に事業実態があることが確認できる書類 

オ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める書類 

 

（交付の決定） 

第９条 市長は、前条の規定による交付の申請があったときは、その内容を審査し、

補助金を交付すべきであると認めたときは、申請者に対する補助金の交付を決定す

る。 

２ 前項の規定により補助金の交付を決定したときは、次の各号のとおり決定を通知

する。 

(1) 事後申請の場合は、申請者に対し補助金を交付することにより行うものとする。 

(2) 事前申請の場合は、補助金交付決定通知書（第４号様式）により通知するものと

する。 

３ 補助金の不交付を決定したときは、申請者に対し、不交付決定通知書（第５号様

式）により通知するものとする。 

４ 第１項の規定により決定した補助金の交付は、補助金交付申請書（第１号様式及

び２号様式。電磁的記録を含む。）に記載された口座に振り込むことにより行うもの

とする。 

 

（補助事業の変更等）  

第１０条 事前申請による申請者は、前条第４項の決定を受けた補助事業の内容又は

経費の配分の変更（市長が軽微であると認める変更を除く。）をしようとするときは、

あらかじめ市長の承認を得なければならない。 

２ 前項の承認の申請は、補助事業変更承認申請書（第６号様式）及び事業計画書（第

３号様式）により行わなければならない。 



 

３ 市長は、第１項の承認の申請があったときは、その内容を審査し、適当であると

認めたときは、補助事業者に対し、補助金変更交付決定通知書（第７号様式）によ

り通知するものとする。 

 

（補助事業の実績報告） 

第１１条 事前申請により交付の決定を受けた申請者は、補助事業完了後１か月以内

に次の各号に掲げる書類を市長に提出しなければならない。実績報告書の最終提出

期限は、令和４年１０月３１日とし、これをこえてはならない。 

(1) 事業実績報告書（第８号様式） 

(2) 補助対象事業（デジタル化の取り組み）を実施したことを証する書類 

(3) 補助対象経費を支出したことを証する書類（領収書等） 

(4) 前各号に定めるもののほか、市長が必要があると認める書類 

 

（補助金の額の確定） 

第１２条 市長は、前条の規定により提出された実績報告書等の内容を審査し、補助

金の交付の決定内容に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定する。 

補助金の交付額の確定の通知は次の各号とおりとする。 

(1) 事後申請の場合は、申請者に対し補助金を交付することにより行うものとする。 

(2) 事前申請の場合は、補助金交付確定通知書（第９号様式）の通知をもって行う

ものとする。 

 

（立入検査等） 

第１３条 市長は、補助金の適正な交付のため、必要があるときは、申請者に対して

報告をさせ、又は職員に当該事務所等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査さ

せ、若しくは関係者に質問させることができる。 

 

（補助金の交付決定の取り消し） 

第１４条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、第９条第１項の

規定による交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 補助金を補助事業以外の用途に使用したとき。 

(2) 補助金の交付の決定の内容、これに付した条件又はこの要綱に基づく指示その

他法令若しくはこれらに基づく市長の処分に違反したとき。 

(3) 第３条第２項各号のいずれかに該当することが判明したとき。 

(4) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 



 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、補助事

業の当該取消しに係る部分に関し既に補助金が交付されているときは、補助事業者

に対し、期限を定めて当該補助金の全部又は一部の返還を命じるものとする。  

３ 市長は、第１項の規定よる交付決定の取消し及び前項の規定による補助金の返還

命令を決定したときは、補助事業者に対し、補助金交付決定取消通知書及び返還命

令書（第１０号様式）により通知するものとする。 

 

 （加算金及び遅延損害金）  

第１５条 補助事業者は、前条第３項の規定による補助金の返還の命令を受けたとき

は、規則第１８条の２第１項の規定に基づき加算金を市に納付しなければならない。 

２ 補助事業者は、補助金の返還の請求を受け、これを納期限までに納付しなかった

ときは、規則第１８条の２第４項の規定に基づき遅延損害金を市に納付しなければ

ならない。 

 

（不可抗力に対する補助対象事業の取扱い） 

第１６条 前条までの規定にかかわらず、天災等補助事業者の責めに帰すことができ

ない事由により、事業期間内に補助対象事業の完了が困難となった場合の取扱いに

ついては市長が別に定める。 

 

（雑則） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関して必要な事項は、市長

が別に定める。 

 

 附 則 

 この要綱は、令和３年９月１４日から施行し、令和3年度に交付する補助金につい

て適用する。 

   

  附 則 

 この要綱は、令和３年１１月１日から施行する。 

 

 附 則 

 この要綱は、令和３年１２月１日から施行する。 

 

  附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行し、令和４年度に交付する補助金について

適用する。 



 

   

  

 



 

 



 

 



 

 

 

 



 

第３号様式 

事  業  計  画  書 

 

氏名（名称及び代表者氏名）                

 
１ 具体的なデジタル化の取り組み 

どのようにデジタル化を進めるのか具体的に記載してください。 

 

 

 

 

 
２ 事業実施期間 

開始(予定)年月日 令和  年  月  日 完了(予定)年月日 令和  年  月  日 

※令和４年９月３０日までに事業完了する必要があります。 
 
３ デジタル化の取り組みに係る経費の内訳 

 取り組み 経費（円） 内訳(積算) 単価×数量 

１ 

 

 

 
 
 
 

２ 

 

 

 
 
 
 

３ 

 

 

 
 
 
 

４ 

 

 

 
 
 
 

５ 

 

 

 
 
 
 

合計金額（円） 
 

 

※経費は税抜き金額です。 



 
第４号様式                             受付番号  

 

                                 浜松市指令産振第  号   

                             令和  年  月   日   

   様 

                      浜松市長  鈴 木 康 友 

補助金交付決定通知書 

令和 年 月 日付で申請を受理した浜松市新型コロナウイルス感染症対策デジタル化補助金

について、下記のとおり条件を付して交付します。 

 記 

交付額           金               円 

条 件  １ 補助金は、当該補助事業以外の目的に使用してはならない。 

２ 補助事業の中止又は、内容を変更する場合は、あらかじめ市長の承認を受けるこ

と。 

３ 補助事業が予定期間内に完了しない場合又は、遂行が困難となった場合は、市長

に報告してその指示を受けること。 

４ 補助金の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、並びにこれらの

帳簿及び書類を補助金の交付を受けた年度終了後５年間保管しなければならない

こと。 

５ 補助事業の事業運営・経理の状況を調査し、不適当と認めたときは、当該補助金

の全部又は、一部の返還を命ずる。 

６ 事業完了後、補助金交付要綱に定める日までに指定する様式により、補助事業完

了報告書を市長に提出すること。 

７ 浜松市補助金交付規則（昭和５５年浜松市規則第１７号）に基づく市長の指示に

従うこと。 

８ 補助事業の完了により当該補助事業者に相当の収益が生じると認められる場合に

おいては、当該補助金の交付の目的に反しない場合に限り、その交付した補助金の

全部又は一部に相当する金額を市に納付すること。 

９ 規則第17条第1項の規定により補助金の交付の決定の取消しを受け、補助金の返

還の請求を受けたとき又は当該返還の期限までに納付しなかったときは、規則第18

条の2の規定に基づき、加算金又は遅延損害金を市に納付する。 

10 補助金の返還の請求を受け、当該補助金、加算金又は遅延損害金の全部又は一部

を納付しない場合、規則第 18 条の 3 の規定に基づき、他の交付すべき補助金につ

いてその交付を一時停止し、又は未納額との相殺をする場合がある。 

 

 

 

補助金額は、事業実績報告書が提出され、補助金交付額確定後に補助金交付申請書（2号様式。電磁的記録を含む。）

に記載された口座にお振込みします。 



 
第５号様式                         受付番号  

 

                              浜松市指令産振第  号   

                               令和  年  月   日  

 

           様 

 

                        浜松市長  鈴 木 康 友 

 

不交付決定通知書 

 

  令和  年  月  日付けで受理した、浜松市新型コロナウイルス感染症対策デジタル化補助

金の交付について、次の理由により交付しないことを決定したので通知します。 

 

記 

 

  補助金を交付しない理由 

 

  



 
第６号様式   

 

  



 
第７号様式                            受付番号  

 

                                 浜松市指令産振第  号   

                                  令和  年  月   日   

   様 

                                                                                          

                               浜松市長  鈴 木 康 友 

補助金変更交付決定通知書 

令和 年 月 日付で申請を受理した浜松市新型コロナウイルス感染症対策デジタル化補助金

の内容を次のとおり変更します。 

記 

交付額          金              円 

条 件  １ 補助金は、当該補助事業以外の目的に使用してはならない。 

２ 補助事業の中止又は、内容を変更する場合は、あらかじめ市長の承認を受けるこ

と。 

３ 補助事業が予定期間内に完了しない場合又は、遂行が困難となった場合は、市長

に報告してその指示を受けること。 

４ 補助金の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、並びにこれらの

帳簿及び書類を補助金の交付を受けた年度終了後５年間保管しなければならない

こと。 

５ 補助事業の事業運営・経理の状況を調査し、不適当と認めたときは、当該補助金

の全部又は、一部の返還を命ずる。 

６ 事業完了後、補助金交付要綱に定める日までに指定する様式により、補助事業完

了報告書を市長に提出すること。 

７ 浜松市補助金交付規則（昭和５５年浜松市規則第１７号）に基づく市長の指示に

従うこと。 

８ 補助事業の完了により当該補助事業者に相当の収益が生じると認められる場合に

おいては、当該補助金の交付の目的に反しない場合に限り、その交付した補助金の

全部又は一部に相当する金額を市に納付すること。 

９ 規則第17条第1項の規定により補助金の交付の決定の取消しを受け、補助金の返

還の請求を受けたとき又は当該返還の期限までに納付しなかったときは、規則第18

条の2の規定に基づき、加算金又は遅延損害金を市に納付する。 

10 補助金の返還の請求を受け、当該補助金、加算金又は遅延損害金の全部又は一部

を納付しない場合、規則第 18 条の 3 の規定に基づき、他の交付すべき補助金につ

いてその交付を一時停止し、又は未納額との相殺をする場合がある。 



 
第８号様式 

事 業 実 績 報 告 書 

令和  年  月  日 

(あて先)  

 

＜補助事業報告者＞                 

住所又は所在地                  

氏名又は団体名及 

び代表者氏名 

浜松市補助金交付規則の規定により、次のとおり報告します。 

補 助 金 等 の 名 称 浜松市新型コロナウイルス感染症対策デジタル化補助金 

開始年月日 令和  年  月  日 完了年月日 令和  年  月  日 

事業費は税抜き価格です。 

 取り組み 経費（円） 内訳(積算) 単価×数量 

１ 

 

 

 
 
 
 

２ 

 

 

 
 
 
 

３ 

 

 

 
 
 
 

４ 

 

 

 
 
 
 

５ 

 

 

 
 
 
 

合計金額  
※経費は、税抜き価格です。 
ポイントや商品券等を利用した場合は、支払金額から 
ポイント等の相当分を引いた額を税抜きにしてください。 

      ↓   ※                             

当初交付決定額(A) 交付確定見込額(B)  増減額(B)-(A) 

  ＝  

※ (B)は補助金の上限額（第 1 号様式又は第 2 号様式に記載した上限額）、上限額を満たさない場合は経

費の合計金額を記入してください。（第 6 号様式により補助事業変更承認申請し、変更の交付決定がさ

れた場合は、変更後の交付決定額（第 7 号様式に記載されている額）と一致すること。） 

補助金決定通知書受付番号  

＜添付書類＞補助対象事業（デジタル化の取り組み）を実施したことを証する書類、補助対象経費を支出したことを証する書類 



 
第９号様式                         受付番号  

 

                              浜松市指令産振第    号   

                               令和  年  月   日    

            様 

                                                                                          

                         浜松市長  鈴 木 康 友 

補助金交付確定通知書 

令和 年 月 日付で申請を受理した浜松市新型コロナウイルス感染症対策デジタル化補助金

について、下記のとおり確定します。 

 

 記 

 

交 付 額          金          円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

第１０号様式                        受付番号  

 

                              浜松市指令産振第    号   

                               令和  年  月    日  

   

 

           様 

 

                        浜松市長  鈴木 康友 

 

補助交付決定取消通知書及び返還命令書 

 

   年  月  日付で申請のあった浜松粗新型コロナウイルス感染症対策デジタル化補助

金について、浜松市補助金交付規則第１８条の規定により次のとおり返還を命じ、通知します。 

 

記 

 

１ 返還を命ずる額 

 

 

２ 交付金額         金         円 

 

 

３ 交付年月日        年  月  日 

 

 

４ 返還を命ずる理由 

 

 

５ 返還期限         年  月  日 

 

浜松市新型コロナウイルス感染症対策デジタル化補助金交付要綱第１５条により、浜松市補助金

交付規則第１８条の２第1項の規定に基づき、加算金を納付いただきます。加算金の請求は補助金

額返還後別途請求いたします。なお、加算金を納期限までに納付いただけない場合は、同規則第１

８条の２第４項の規定に基づき遅延損害金を納付いただきます。 

 


